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  課題設定と目的 
  先行研究 
  対象と分析方法 
第１章 帝国大学法科大学政治学科の設置 
 第１節 東京大学文学部「政治学科」―1877 年～1886 年― 
  （１）フェノロサ時代の政治学 
  （２）明治十四年の政変以後の政治学 
 第２節 帝国大学法科大学政治学科―1886 年～1893 年― 
  （１）法科大学政治学科の特徴 
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  （２）教授集団の形成と教育の実態 
 小 括 
第２章 帝国大学法科大学政治学科を支える国家学会の創設 
 第１節 国家学会創設のねらい 
  （１）創設に至る経緯 
  （２）国家学会の組織構成の変遷 
 第２節 国家学会創設期の実態 
  （１）『国家学会雑誌』の分析方法とデータセット 
  （２）財政学優位の『国家学会雑誌』 
 小 括 
第３章 帝国大学への講座制の導入と大学令の公布 
 第１節 帝国大学への講座制の導入―1893 年～1918 年― 
  （１）井上毅の教育改革 
  （２）帝国大学法科大学の講座 
  （３）政治学講座と小野塚喜平次 
 第２節 大学令の公布に伴う法学部への改組―1919 年～1935 年― 
  （１）大学令の公布と高等諸学校創設及拡張計画 
  （２）東京帝国大学法学部の発足 
 小 括 
第４章 明治後期から昭和戦前期における国家学会 
 第 1 節 明治後期から大正期前半の国家学会 
  （１）運営体制の変化 
  （２）戸水事件 
  （３）『国家学会雑誌』論説題名のテキストマイニング―1893 年～1918 年― 
 第２節 大正期後半以降の国家学会 
  （１）国家学会規則の全部改正 
  （２）国際政治情勢への関心と判例研究の登場 
  （３）『国家学会雑誌』論説題名のテキストマイニング―1919 年～1935 年― 
 小 括 
第５章 東洋政治思想史講座の新設―1935 年～1945年― 
 第１節 昭和戦前期の講座制 
  （１）「政治的価値判断」の象徴としての講座 
  （２）講座設置手続きの実態 
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 第２節 「教学刷新」と東京帝国大学法学部 
  （１）教学刷新評議会とその答申 
  （２）東京帝国大学法学部の講座の新設要求 
 第３節 東洋政治思想史講座の設置過程 
  （１）荒木貞夫文部大臣による予算の獲得 
  （２）講座増設理由の比較 
  （３）講座担当者の変遷―津田左右吉・村岡典嗣・丸山眞男― 
 小 括 
第６章 戦中期の国家学会と現実政治 
 第１節 国家学会の組織再編 
  （１）小野塚喜平次の評議員長就任 
  （２）新評議員補充と財団法人化 
 第２節 雑誌誌面の特徴と現実政治との関連 
  （１）「海外政治事情」欄の復活強化 
  （２）特集号の発行 
  （３）『国家学会雑誌』論説及び叢説題名のテキストマイニング―1935 年～1944 年― 






































































が論じられている。つまり，第 1章と第 2章，第 3章と第 4章，第 5章と第 6章が対をなす形式
をとっている。まず形式面での特質としてこれが指摘できる。各対が有機的にかみあうことで全
体の統一性が担保されている。 
 次に，内容面の特質としては，教育社会学，あるいは大学史といった政治学とは一見疎遠に感
じられる学問分野の業績や資料を駆使して，さらにはテキストマイニングとよばれる統計分析的
手法まで取り入れて，日本の政治学史を論証した学際的研究として評価できる。これらは本論文
の独創性を示すものである。戦前期日本における「政治学の制度化」をここまで具体的に明らか
にした研究はないであろう。 
 さらに強調したいのは，本論文の「しつこい」ばかりの徹底した実証性がもたらす迫力であ
る。国内の各文書館のみならずアメリカの議会図書館にまで足を運びコツコツと 1次資料を集め
て読破・分析した。その成果が本文の行間に，詳細に整序された図表に，根気よく付けられた注
記に横溢している。記述についても文章が短く平易な表現が使われており，読みやすい。難解
な，高圧的な，あるいは衒学的な言い回しは見あたらない。これも強調しておきたい本論文の特
質である。 
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６ 論文の評価 
 本論文の評価の肯定的な点については上記の「論文の特質」と重なるので繰り返さない。課程
博士を授与するに十分な水準に達していると考える。とはいえ，課題も少なからず抱えている。 
 第一に，「政治学の制度化」という本論文のテーマが，豊富なディテールの海の中に埋没して
いる印象を受ける。「政治学の制度化」がどれだけ意識されているのか疑問をもつ記述もある。
たとえば，助手制度の説明は「政治学の制度化」というよりも，大学の人事制度を論じている。
あるいは，国家学会の役員の変遷についての記述は自己目的化している感があり，「政治学の制
度化」という文脈におくとどう評価できるのかについて，言及が不足している。 
 第二に，東京帝国大学法学部政治学科に限定して「政治学の制度化」を論証しようとしたばか
りに，当時の時代状況，社会情勢，さらには思想史的背景への踏み込みが弱いうらみがある。確
かに，東京帝国大学法学部政治学科をめぐる「エピソード」は豊富に盛り込まれているが，それ
らが戦前期日本の「政治学の制度化」を解明する材料として十分に生かしきれていない。 
 ただし，これら課題を差し引いても，本論文は日本の政治学史研究としての大きな成果に値す
ることは間違いない。 
 
７ 論文の判定 
 本学位請求論文は，政治経済学研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出されたもので
あり，本学学位規程の手続きに従い，審査委員全員による所定の審査及び最終試験に合格したの
で，博士（政治学）の学位を授与するに値するものと判定する。 
以 上 
